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4-2 トラフィックと通信インフラ

空のインフラ──成層圏と低軌道衛星イ
ンターネットの動向

湧川 隆次 ●慶應義塾大学グローバルリサーチインスティテュート（KGRI） 特任教授

低軌道衛星はブロードバンド回線からモバイルダイレクトが開始される
次なるステージへ。HAPSは各社商用化を目指した動きが進み競争が
本格化。6Gに向けて空のインフラは大きな役割を担うことになる。

■空からのインターネット
　携帯電話業界で進み始めた6Gの議論において
目玉になりそうなのが、空からのインターネット
（Non Terrestrial Network：NTN）である。ITU
が示した6Gのコンセプトに、新たに加わったユ
ビキタス接続（Ubiquitous Connectivity）がまさ
にこのNTNを指している（後述）。いつでも地球
上のどこでも通信ができる必要が高まっており、
6Gでも重要テーマとなっている。
　その先頭を走るのが、SpaceXの宇宙通信事業
である。2024年には、Falcon 9のブースター回収
をアームでキャッチしてみせた。このSpaceXが
低軌道衛星（通称LEO：Low Earth Orbit）を使っ
て提供するのは、通信サービスである。同社が
提供する固定ブロードバンドサービス「Starlink」
は世界中で提供され、いつでもどこでもインター
ネットができる世界をつくり上げた。ウクライ
ナ侵攻では、地上インフラが被害を受けてもこ
のStarlinkを使いウクライナの情報インフラが
支えられた。2024年1月の能登半島地震でも、
Starlinkでインターネット環境を早期に回復させ
たのは記憶に新しい。このように、各国において
空からのインターネットの重要性が大きく高まっ
ている。

　低軌道上に展開した大量の小型衛星によるイン
ターネット接続サービスに続き、スマホに直接モ
バイルネットワークを提供する「モバイルダイレ
クト」（通称）という新たな試みも、ついに2025
年には実現しそうである。モバイルダイレクトが
実現すると、衛星を使ったデータ通信が地上局の
それと遜色なく利用できるようになる。
　一方で、以前は特殊端末で利用できていた通
信速度が遅い静止衛星電話サービスを、緊急の
SOS通信などのサービスに限定して iPhoneや
Android搭載端末のスマホで直接受けられるよう
になってきている1。携帯電話がライフラインに
なっているからこそ、通信の冗長性を衛星で高め
ているのである。
　成層圏を利用した通信サービス（通称HAPS：
High Altitude Platform Station）の進展も見逃せ
ない。成層圏は人類が事業化を果たせていない未
踏の領域であるが、宇宙よりも近く、大気圏内で
あるこの空間の利用には多くの可能性がある。こ
うした空のインフラの拡大は、インターネットの
さらなる普及や利便性の向上をもたらすことにな
るだろう。
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■地表からの距離に応じた衛星の活用
　通信衛星を利用した空からのインターネット
は、その衛星やプラットフォームが飛ぶ高度、す
なわち地表からの距離によって3種類に大別する
ことができる（資料4-2-2）。

●静止衛星（GEO）の特徴
　従来、通信衛星として一般的に用いられてきた
のは静止衛星（通称GEO：Geostationary Orbit）
である。静止衛星は地表から3.6万kmほどの高
さを、地球の自転と同じ周期で公転している。そ
のため地上からは静止しているようにしか見えな
いが、この性質ゆえに通信エリアを一定に保つこ
とができる。しかし、静止衛星は地上からはるか
遠くを周回している都合上、その通信速度は限ら
れ、通信遅延も多い。そのため、小さいデータの
送受信や、厳密なリアルタイム性が要求されない
通信を中心に用いられてきた。

●低軌道衛星（LEO）の特徴
　LEOは、地上から1000km前後の比較的近い宇
宙を飛ぶ。GEOとは違い地球の自転と異なる周
期で低軌道上を周回するため、1つの衛星ではそ
の衛星が利用者の上空にいるときにしかインター
ネットのサービスを提供できない。そのため、何
百基もの衛星を周回させ次々に通信先を切り替え
ることで常時インターネットのサービスを利用で
きるようにしているのが、LEOの特徴である。何
十基もの小型衛星を搭載したロケットを次々と
宇宙に送り、何百基もの小型衛星の網を作る。こ
うして増やした衛星数がそのまま通信キャパシ
ティーの増加につながり、より多くの利用者への
サービスの提供が可能になるのである。
　LEOのインターネットサービスは、人の少ない
過疎地や発展途上国における家庭のインターネッ
ト回線として活用できるとともに、飛行機やタン

カー、大型船など、広範なエリアを行き来する乗
り物をインターネットに接続する技術として開始
された。技術が進み、今では携帯電話に直接電波
を届けて通信することができるようにまでなって
いる。地表に近い所を飛ぶ衛星だからこそ、遅延
や帯域の制限こそあれさまざまなサービスを実現
できるのである。

●成層圏（HAPS）の特徴
　HAPSは成層圏に飛ぶプラットフォームで、成
層圏に滞留できる小型から大型のドローン、気球、
飛行船などを指す。成層圏は、地上から20km程
度の高さに広がる空間である。大気圏を形成する
層の一つであり、宇宙ではなく地球の一部として
扱われる。成層圏は空気が薄く気圧が低い半面、
風が穏やかで気象環境が安定しているという特徴
があり、HAPSの機体も長期間上空に停滞させる
ことができる。そのため、機体に基地局を装備す
ることで「空飛ぶ基地局」としての利用が可能に
なるのである。
　さらに、HAPSは地表から近い所に基地局を展
開できるため、通信遅延や帯域について地上にあ
る基地局と同等の性能を実現できる。商用化が果
たせれば、成層圏に滞留させることで、地震や天
候などによる災害に影響を受けず広域なサービ
スエリアを提供できるようになり、これにより、
我々のモバイルインフラは大きく進化すると期待
されている。

■空からのインターネットは6Gの目玉
　2024年には6Gのロゴも正式に決定されるな
ど、6Gに向けた動きが活発化している。ITUが
5GのビジョンであったIMT-2020を6Gに向けて
拡張した、IMT-2030ビジョンも発表されている
（資料4-2-3）2。
　IMT-2030には、通信とAIの融合、通信とセン
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資料4-2-2　各NTNの地表からの距離

出所 ： 村井純、湧川隆次、『アンワイアード デジタル社会基盤としての6Gへ』、インプレスR&D、2021年

資料4-2-3　 IMT-2030ビジョン

出所：ソフトバンク、「6Gとは？ 次世代通信技術の解説とソフトバンクの取り組み」

シングの融合、そしてユビキタス接続が新たに追
加された。このユビキタス接続が、まさにNTN
によるカバレージ拡大が期待されている領域で
ある。

　6Gに向けては、仕様を策定する標準化団体で
ある3GPPで議論が活発化しているほか、6G向け
の新しい地上周波数帯の検討も進んでいる。
　HAPSで利用できる周波数も大きく進捗した。
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HAPSで携帯電話向けに使える周波数はこれまで
2.1Ghzだけであったが、日本が主導し、拡張した
のである。2019年のWRC-19から始まったこの
取り組みは、2023年のWRC-23で700～900Mhz、
1.7Ghz、2.5Ghz帯の追加が正式に決定された3。
これで、HAPSが商用時に使える周波数の選択肢
が広がった。

■GEO/LEOをめぐる企業の動き
　GEOでは、米国のグローバルスターやSkylo
Technologiesがモバイル接続を提供している。
GEOは地球から遠く通信遅延や通信帯域が大き
く制限されるため、衛星携帯電話やIoTデバイス
向けのサービスで利用されていた。しかし、携帯
電話の重要性が高まる中、災害時や通信障害時
におけるライフラインとして、このGEOを使っ
たインターネットが再注目されている。例えば
iPhoneでは衛星通信を使った緊急SOSサービス
が開始されており、2024年には日本でのサービ
スも始まっている。グーグルのPixelもSkyloの
サービスを使い、電話やSMSなど緊急時のSOS
サービスを始めている。
　LEOでは、2021年、SpaceXが家庭向けのイン
ターネットサービス「Starlink」の提供を始めた。
下りが300Mbps、上りが100Mbps程度の固定
サービスで、利用には衛星からの電波を受信する
ためのアンテナ4や受信端末が必要となる。2022
年には、日本でのサービスも開始されている。
　2022年12月、KDDIはStarlinkを使った、基地
局のバックホールでのLEOの利用を開始した5。
離島や山間部が多い日本では光ファイバー回線が
確保できないことが多く、地球上どこでも利用可
能で低遅延かつ高帯域というLEOの利点を生か
して、離島や災害時用のバックアップ回線として
基地局に導入を進める。2024年1月に発生した
能登半島地震においても、KDDIやソフトバンク

が無償でStarlinkを提供し、災害地におけるイン
ターネット回線を回復させるのに大きく貢献して
いる。
　2023年、OneWebはEutelsatと合併し、Eutelsat
OneWebと名前を変えた。同社はサービス開始に
向けて、小型衛星の打ち上げを進めている。日本
ではソフトバンクが、Starlinkのベストエフォー
トと違い、閉域型の帯域保証サービスとして提供
を開始することを発表している6。
　アマゾン・ドット・コムが進める低軌道ブロード
バンドサービスであるProject Kuiperも準備が進
められており、日本ではNTT、NTTドコモ、NTT
コミュニケーションズ、およびスカパーJSATが
戦略的協業を発表している7。
　複数事業者でのサービス開始となれば、SpaceX
の一強が終わり、普及がさらに進むことが期待さ
れる。加えて、通信事業者の動向も大いに気にな
るところである。衛星通信用の周波数には衛星で
使われているマイクロ波のKuバンドやKaバンド
が主に利用されており、これらの周波数を使うこ
とでグローバルなサービス提供が可能となる。
　緊急SOSサービスなどの制限されたものではな
く、データサービスをLEOによって提供するモバ
イルダイレクトの商用化も進みそうだ。SpaceX
は、日本ではKDDIと実証実験を進めており、
2025年春には衛星直接通信を開始すると発表し
ている8。また、衛星の打ち上げを進めているAST
SpaceMobileのサービスについては、楽天モバイ
ルが2026年のサービス開始を発表している9。
　モバイルダイレクトが商用化されれば、圏外地
域が一気に解消されるだけではなく、災害時に地
上インフラに障害が起きても通信を確保できる
可能性が高まる。もし6Gを待たずしてモバイル
ダイレクトサービスが開始されれば、我々のユー
ザー体験が大きく変わると思われる。圏外で通信
できなかったことが過去のことになるのだから。
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■成層圏の利用と挑戦
　成層圏の積極的な利用には、まだまだ課題も多
い。解明されてない気象条件もあるし、そもそも
飛行体を飛ばすための各種レギュレーションが
整備されてない。しかし、この成層圏は地上から
20km程度と圧倒的に近く、大気圏内である。そ
のため、HAPSは通信インフラとして利用する上
で、宇宙空間の通信衛星とは異なるメリットを多
く持っているのである（資料4-2-4）。
　通常、通信衛星では衛星用の周波数を利用する
ため、専用の特殊端末が必要となる。しかし成層
圏であれば、携帯電話向けの周波数を利用できる
ので、私たちのスマホがそのまま端末として使え
る。基地局の無線機を成層圏にまで持ち上げてい
るだけなので、成層圏からの電波もスマホで送受
信できてしまうのだ10。成層圏に基地局を持ち上
げるための手段としては、ドローンなどの飛行機
型と、飛行船・気球型が検討されており、世界中
の企業がこの新しい事業を実現しようと動き始め
ている。
　成層圏の早期事業化を目指すため、2020年に
はHAPSアライアンスという業界団体が設立され
た11。HAPSアライアンスには、航空業界と通信
業界が参加し、成層圏の実用化に向けた議論が
続いている。日本からは、創設メンバーであるソ
フトバンクをはじめ、NTTやKDDI、NTTとスカ
パーJSATが設立したSpace Compass（後述）も
参加している。レギュレーションや通信向けの標
準化活動、運用に向けた議論、ユースケースの掘
り起こしなどを進めており、2024年にはHAPS
を防衛向けに検討するワーキンググループも新た
に設置された。
　成層圏を使ったインターネットサービスは、古
くはグーグルやメタといった事業者によって模索
されていた。現在では彼らの実験やプロジェクト
は終了を迎えているものの、その挑戦はいまだ世

界中で続いている。
　日本では、ソフトバンクが2017年から成層圏
の活動を開始し、機体設計、試験機の製造、試
験飛行を行い、2020年にHAPS向け無人航空機
「Sunglider」を使って成層圏からの通信実験を成
功させた。同機は尾翼長が78mで10個のプロペ
ラを搭載しており、自走で離陸し成層圏まで上が
り、自力で着陸することができる。2023年には
ルワンダ政府と協力しHAPSからの5G通信実験
に成功しており12。アフリカなどのインターネッ
ト未接続地域へのインフラ提供が進むと期待され
ている。2024年、ソフトバンクは米国防総省と
Sungliderを使って実証実験を実施し、成層圏フ
ライトも成功させた。それ以外にも、商用化に向
けた固体電池開発に取り組んだり13、ニデックと
のモーター開発を進めたりするなど積極的な技術
開発を進めている14。
　NTTは2022年4月にスカパーJSATと合弁で、
Space Compassを立ち上げた15。同社は、成層圏
も含めた宇宙統合コンピューティングネットワー
クの実現を目指しており、エアバスが開発してい
た小型ドローン「Zepher」の商用化準備などを進
めている。
　NTTドコモとSpace Compassは2024年、エ
アバスおよびZepherを開発した同社子会社の
AALTOと資本提携し、2026年に日本でのHAPS
サービス提供を目指すことを発表した16。

■空のインフラがもたらすこれからのイ
ンターネット
　ITUによると、いまだに世界で約30億人もの
人々がインターネットに接続できていないとい
う17。デジタル化やインターネット環境の有無が
格差につながる現代において、これは大きな問題
である。そのため、空からのインターネットがこ
れらの課題を解決していくと期待されている。さ
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資料4-2-4　通信衛星とHAPSの比較

出所 ： 村井純、湧川隆次、『アンワイアード デジタル社会基盤としての6Gへ』、インプレスR&D、2021年

らに、非インターネット地域の問題だけではな
く、携帯電話やインターネットへの依存度を深め
る我々の社会生活において、災害時や通信障害時
の接続性の観点からも大いに注目を浴びている。
　その実用化は、6Gを待たずに進んでおり、GEO
からの緊急SOS通信、LEOによるブロードバン
ドおよびモバイルサービスの商用化が始まって

いる。HAPSも出てくると通信性能がさらに高度
化し、地上局と遜色ないサービスの提供が可能に
なっていくだろう。
　インターネットがいつでも、どこからでも利用
できる世界。空のインフラは、インターネットを
支える重要な技術へと進化したのである。
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［インターネット白書ARCHIVES］ ご利用上の注意

このファイルは､ 株式会社インプレスR&Dおよび株式会社インプレスが1996年～2025年

までに発行したインターネットの年鑑『インターネット白書』の誌面をPDF化し､ ｢インター

ネット白書ARCHIVES｣として以下のウェブサイトで公開しているものです。

https://IWParchives.jp/

このファイルをご利用いただくにあたり、下記の注意事項を必ずお読みください。

● 記載されている内容（技術解説、データ、URL、名称など）は発行当時のものです。

● 収録されている内容は著作権法上の保護を受けています｡ 著作権はそれぞれの記事の

著作者（執筆者、写真・図の作成者､編集部など）が保持しています。

● 著作者から許諾が得られなかった著作物は掲載されていない場合があります。

● このファイルの内容を改変したり、商用目的として再利用したりすることはできません。あくま

で個人や企業の非商用利用での閲覧、複製、送信に限られます。

● 収録されている内容を何らかの媒体に引用としてご利用される際は、出典として媒体名お

よび年号、該当ページ番号、発行元などの情報をご明記ください。

● オリジナルの発行時点では、株式会社インプレスR&Dおよび株式会社インプレスと著作

権者は内容が正確なものであるように最大限に努めましたが､すべての情報が完全に正

確であることは保証できません｡このファイルの内容に起因する直接的および間接的な損

害に対して、一切の責任を負いません。お客様個人の責任においてご利用ください。

お問い合わせ先　 │ インプレス・サステナブルラボ │U iwp-info@impress.co.jp │
©1996-2026 Impress Sustainable lab.
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